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脱炭素に向けた地域経営のススメ

一般社団法人 集落自立化支援センター 代表理事
ブルードットグリーン株式会社 取締役社長

八林 公平
（旧姓：仲埜）



プロフィール
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➢環境省 (2006-2010)
➢国指定鳥獣保護区藤前干潟、伊勢志摩国立公園（自然保護官）

➢地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室（カーボン・オフセット担当）

➢北海道下川町役場 (2010-2018)
➢環境未来都市推進課グループリーダー（環境モデル都市、環境未来都市担当）

➢ SDGs推進戦略室グループリーダー（SDGs未来都市計画・モデル事業担当）

➢一般社団法人集落自立化支援センター 代表理事 (2018-現在)
➢地域エネルギー会社設立支援、再エネ導入調査、地球温暖化対策普及啓発支援

➢次世代モビリティ（一人乗り電気自動車など）レンタルサービス展開

➢ブルードットグリーン株式会社 取締役社長 (2020-現在)
➢上場企業向けカーボンニュートラル経営支援サービス展開、カーボンクレジット取引等

➢飛騨高山大学（仮称）北海道地域拠点準備室長

➢一般社団法人徳島地域エネルギー 顧問

➢高知大学地域協働学部 非常勤講師
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世界の脱炭素潮流



グローバルリスクが変わった
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発生の可能性が高いグローバルリスク
世界経済フォーラム「The Global Risks Report 2021 16th edition」

１位 収入の不均衡
２位 財政不均衡
３位 温室効果ガス排出
４位 サイバー攻撃
５位 水の危機

１位 異常気象
２位 気候変動の適応の失敗
３位 人為的な環境災害
４位 感染症
５位 生物多様性の損失

2012年 2021年

日本の地域も既にこれらのリスクに

直面している！



カーボンニュートラル世界競争
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出典：COP25におけるClimate Ambition Alliance及び国連への長期戦略提出状況等を受けて経済産業省作成（2021年４月時点）
https://climateaction.unfccc.int/views/cooperative-initiative-details.html?id=94

世界の125カ国・１地域が

2050年までのカーボンニュートラルを表明済！



成長の源泉としての脱炭素目標
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出典：各国資料からブルードットグリーン株式会社作成

日本 EU 英国 米国 中国

2020

2030
2013年度比
46%減（50％に

向け挑戦を続ける）

1990年比で
少なくとも
55%減

1990年比で
少なくとも
68%減

2005年比で
50～52%減

GDP当たりCO2排出
量を2005年比で
65％減

2040

2050
実質ゼロ 実質ゼロ 1990年比で

少なくとも
100％減

実質ゼロ

2060 実質ゼロ



日本も後戻りはしない
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2013 2019 2030 2050

基準年度
2013年度 14.08億t-CO2

2019年度 12.13億t-CO2（速報値）
（2013年度比14%削減）

GHG排出量
（億t-CO2換算）

気候サミットでの菅総理発言（2021年4月）
2030年度目標 7.60億t-CO2
（2013年度比46%削減）

菅総理所信演説（2020年10月）

2050年
カーボンニュートラル
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改正地球温暖化対策推進法と企業の脱炭素化促進

企業における
気候変動対応の基本ステップ

改正地球温暖化対策推進法の

ポイント

取組みの迅速かつ着実な実施

温室効果ガス（GHG）算定と
リスク・チャンスの認識

気候変動対応スタンスの明確化

カーボンニュートラル達成に
向けた戦略検討・体制整備

2050年までの脱炭素社会（カーボン
ニュートラル）の実現を基本理念に明記。

地域の求める環境配慮や地域貢献などに
適合する再エネ活用事業の導入を円滑化
する仕組みを創設。

企業のGHG排出量報告を電子システム化
し、開示請求も不要に。
地域地球温暖化防止活動推進センターに
事業者向けの啓発広報を追加。
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脱炭素系●●への投資・共感

CO2フリー電力

カーボンニュートラルLNG

カーボンニュートラル熱供給

ゼロエミッションロジスティクス

脱炭素経営コンサルティング

カーボンニュートラル素材

カーボンニュートラル企業

ゼロ・カーボンシティ
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脱炭素に向けて重要な視座

「構造を変える」
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地域経営とは

地域経営とは、地域全体の所得を増加させ、域内経済循環を
促進させることにより、域際収支を最大限に黒字化させるよ
う地域全体をマネジメントすること。

この過程において、RESASや産業連関表等を用いて地域外へ
の支出が特に多い分野を特定し、モノやサービスの外部依存
を減らす打ち手を考えることになる。

エネルギー（電気・熱）費用は地域外へ漏れ続けている

典型例。地域資源による再エネ導入は、地域のエネルギー

供給構造を変え、域際収支改善に大きく貢献！
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北海道下川町「一の橋バイオビレッジ」

集住住宅
（22戸,2013年）

特用林産物栽培研究所
（菌床シイタケ工場,2014年）

コンテナ苗栽培（2012年）

薬用植物育苗（2013年）

地域食堂
（駅カフェ,2014年）

住民センター
（郵便局・警察官立寄所・
住民共有スペース, 2011年）

障害者支援施設（既存）

集住住宅（4戸）

宿泊施設（2戸）
（2014年）

誘致企業試
験研究施設
（2014年）

コミュニティ
センター（既存）

木質バイオマス熱供給施設
（2013年）

私の家（2014年）
【売却済】



①障がい者支援施設
（既存）

⑧・コンテナ苗栽培
・薬用植物育苗

⑥コミュニティセンター
（既存）

③集住化住宅(22戸）

暖房

スマートメーター④住民センター

郵便局、警察官立寄所、
住民の共有スペース

暖房

⑦集住化住宅(4戸）
宿泊施設(2戸）

⑤駅カフェイチノハシ
（地域食堂）

②ＥＶ充電器

⑨特用林産物栽培研究所

地域熱供給施設

太陽光パネル(15kW) 木質ボイラー

550kW×2

⑩誘致企業貸付試験研究施設
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脱炭素（木質バイオマス）×集落再生



循環型森林経営

木材加工業

（地域資源のベース）

木質バイオマス利用に着目

公共施設を中心に

エネルギー転換実施

地域熱供給・集落づくりにまで展開

熱自給率56%

【石油等製品】

約2.5億円分

の流出を防止！

林地残材など バイオマス原料製造
バイオマス
ボイラー 地域の施設
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木質バイオマス事業による漏れ防止効果

※下川町提供資料より作成

導入年 導入先

2004 五味温泉（温泉宿泊施設）

2005 幼児センター

2008 農業用育苗施設

2009 役場周辺（役場庁舎、公民館、消防署、総合福祉センター）

地域熱供給

2009 環境共生型モデル住宅エコハウス美桑

2010 高齢者複合施設あけぼの園（特養、デイサービス等）

2010 町営住宅

2012 一の橋バイオビレッジ地域熱供給

2013 小学校・病院地域熱供給

2013 役場周辺地域熱供給を町民会館まで配管延長

2014 中学校

2014 役場周辺地域熱供給を町営住宅まで配管延長
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あなたのマチの脱炭素社会の絵姿は？

https://vdata.nikkei.com/newsgraphics/greenhouse-gas-0/

地域＝壮大な実証フィールド

市民の暮らしを豊かにする

脱炭素技術・企業を誘い込むことが可能！

共創による脱炭素社会の実現へ


